
大阪府立急性期・総合医療センターと大阪市立住吉市民病院の小児・周産期医療の機能統合による 

新棟整備基本計画（案）の概要について 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 基本コンセプト 

（１）市南部医療圏域における分娩件数の維持 

地域で安心して分娩ができる体制づくりのためには、少なくとも現状

を維持することが必要であるので、住吉市民病院と急性期・総合医療セ

ンターの分娩実績をふまえた 1,200 分娩を目標とし、必要な機能を備

える。 

 

（２）周産期母子医療センターの役割を担う機能の確保 

地域の周産期母子医療センターとして、一層の機能充実を図るため、

必要な体制や諸室の拡充を図る。 

新生児及び妊産婦の緊急搬送については、引き続き２４時間３６５日

受け入れる体制を確保するとともに、高度救命救急センター機能との一

層の連携強化を図る。また、未受診妊産婦、最重症合併症妊産婦などの

ハイリスク症例に適切に対応するための機能整備を図る。 

 

（３）救急を含む小児医療の充実 

軽症患者への医療の充実を図るとともに、一部の重症小児患者への

対応を強化するため、小児専用の重症治療室（HCU）など必要な機

能を整備することにより「断らない小児救急」体制を確保する。 

 

２ 求められる機能と整備内容 

（１）求められる機能 

 ① 周産期医療 

○分娩件数を年１,２００件程度まで段階的に引き上げる。 

○新生児、妊産婦の２４時間３６５日緊急搬送受入体制を継続 

○未受診妊産婦、最重症合併症妊産婦などのハイリスク母子への対

応強化 

○将来的には、母体・胎児・新生児型の総合周産期母子医療センタ

ーをめざすことを視野に NICU や MFICU などの整備を行う。 

 ② 小児医療  

○住吉市民病院との統合にあたっては、これまで通り24時間365

日の小児救急体制を継続し、比較的軽症な小児救急患者について

も、引き続き積極的に受け入れる。 

○外傷等の小児傷病者や重症な患児の時間外診療や救急搬送対応

への医療体制を質・量ともに安定的に確保するための機能充実を

図る。 

○脳神経外科等、他診療科の小児患者を積極的に受け入れるととも

に、リハビリテーション部門の豊富な資源を活かし、小児リハビ

リテーションを推進する。 

 

 ③ 関連医療機関との連携による人材確保・育成 

○市立総合医療センター、府立母子保健総合医療センター、大阪市

立大学・大阪大学医学部附属病院等と急性期・総合医療センター

は、各施設が人材確保と育成に努力するとともに、相互連携によ

る医療人材の育成プログラムの作成や、相互派遣など積極的な人

事交流を行うことにより小児・周産期医療を担う医療人材の確

保・育成に努める。 

 

（２）整備内容 

新棟全体の延べ床面積 12,500 ㎡ 

①小児部門  小児科病床数 58 床（一般５０床、HCU8 床） 

②周産期部門 産科病床数 46 床（一般 40 床、MFICU６床） 

新生児科病床数 21 床（NICU9 床、GCU12 床） 

③外来部門  小児科診察室 5 室 産婦人科診察室 7 室 

④その他   緊急手術室、ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ室、患者家族説明室など 

事業費 約 89.4 億円 

 

（３）診療科・医師体制 

① 診療科 

・産科、婦人科 

・小児科、新生児科 

② 医師体制 （上記診療科 計）  

 

 

 

（４）整備スケジュール 

平成２４年度  基本構想・基本計画、現況測量  

平成２５年度  基本設計・実施設計 

平成２６年度  新棟建設工事着工 

平成２７年度  新棟建設工事竣工 

平成２８年度  新棟開院準備・開院 

小児・周産期医療分野における機能統合にあたっては、 

・大阪府保健医療計画や府域の医療提供体制を踏まえる。 

・「住吉市民病院建替整備基本構想」に示された基本コンセプトや医療機能等を継承する。 

・市立総合医療センター等との密接な連携のもと、急性期・総合医療センターの医療資源を最大限に活用しつつ、ローリスクからハイリスクまで 

地域におけるすべての妊産婦・新生児・小児に対し、安心安全でアメニティの高い医療を提供する。 

基本理念 

H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 

36 人 36 人 39 人 39 人 42 人 

 

～策定の経緯について～ 

5 月：大阪府市統合本部会議（H24.5.29）において、住吉市民病院の小

児・周産期医療を府立急性期 C に機能統合する基本的方向性が示

された 

7 月：府市共同の医療専門家などで構成する検討体制立ち上げ 

8 月：「周産期医療診療機能・整備 WG」及び「小児科診療機能・整備

WG」を開催 医療機能と具体的な整備内容を検討 

9 月：大阪府市統合本部会議（H24.9.4）において、府立急性期 C の整

備計画に関して、府立急性期 C 院長を決定権者とする 

知事・市長、両病院長会談： 

住吉市民病院が現在担っている小児・周産期の地域医療を今後も継

続して担うなど、大阪市側の意見を府立急性期 C の整備計画に反映

させる 

H24.11.16 
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